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【不定期発行】

★平成２８年度税制改正の資産税改正項目②
今回は、前回に引き続き平成２８年度税制改正項目の第二弾として、「住宅の多世帯同居

改修工事等に係る特例」についてご案内します。この特例は、少子化対策・子育て支援・家
庭内介護による社会保障費抑制などの観点から、住宅リフォーム関連の減税規定である「バ
リアフリー改修」「省エネ改修」などに続くものとして追加されました。 （若林 茂）

◎住宅の多世帯同居改修工事等に係る特例

個人資産税のホットな情報をお届けします

◎「多世帯同居改修工事等」とはどんな工事？

 相続税制改正により基礎控除額が引き下げられ、相続税の課税対象となる方が増えています。
特に都市部においては、出生率が相対的に低く、相続税の申告が相対的に多い傾向があるた
め、政策として税制面（所得税・相続税）で優遇することにより多世代同居を促進しようと
する目的があります。そのため同居は経済的には大きなメリットとなってきています。

個人が、その者の有する居住用の家屋について、一定の「多世帯同居改修工事等」を行
い、平成28年４月１日から平成３１年６月３０日までに居住の用に供した時は、所得税の
額から一定の金額を控除できることとなります。

①調理室、②浴室、③便所、④玄関のいずれかを増設する工事で、
補助金等の額を引いた後の額（後述の「自己資金型」の場合には
「標準的な工事費用相当額」）が50万円を超えるものです。
ただし、改修後、①から④までのいずれか2以上の室がそれぞれ

複数ある場合に限ります。

◎控除のタイプは２つある
リフォーム工事を①ローンで行う場合（「ローン型」）と②自己資金で行う場合（「自

己資金型」）の２種類があり、いずれか選択制となります。

①ローン型（５年以上の住宅ローンが対象）

控除金額 a. 多世帯同居改修工事等（上限２５０万円）に係る借入金の年末残高の
２％を５年間税額控除

b. a．以外の増改築等に係る借入金の年末残高の１％を５年間税額控除

（ただし、a、bの借入金の年末残高は合計１，０００万円が限度）

②自己資金型

控除金額 多世帯同居改修工事等に係る「標準的な工事費用相当額」（上限２５０万
円）の１０％をその年分の所得税額から控除

制限 その年の前年以前３年内の各年分において本特例の適用を受けた者は、
その年分においては本特例の適用を受けることはできません。

主な要件等

その年分の合計所得金額が３，０００万円以下であること。

工事等の日から６ヶ月以内に居住の用に供すること。

「増改築等工事証明書」を添付すること。

※相続税では、平成26年からは、二世帯同居（建物が区分登記されている場合などを除く）
の場合、独立区分型の二世帯住宅でも小規模宅地等の特例（土地評価額の８割減）の適用
が受けられるようになっています。


